
５　平成30年度11月補正予算案事業一覧

【一般会計】

(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

総務費 1 協働センター等施設整備事業 142,040 12,636 154,676

一　般　財　源 142,040 12,636 154,676

・事業内容

　協働センターやふれあいセンターの施設整備に要する経費

・補正理由

　平成30年9月の定期点検により故障が判明した蒲協働センター自家発電設備

　更新に要する工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　12,636千円（89,915千円→102,551千円）

2 熊財産区森林維持管理事業（交付金） 0 6,627 6,627

繰　熊財産区特別会計繰入金 0 6,627 6,627

・事業内容

　熊財産区財産の無償譲渡に伴う特定非営利活動法人「夢未来くんま」

　に対する交付金

・補正理由

　熊財産区財産を特定非営利活動法人「夢未来くんま」に無償譲渡する

　ことに伴う交付金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　6,627千円（皆増）

・財源

　繰　熊財産区特別会計繰入金　6,627千円

事　　業
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(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　　業

総務費 3 スポーツ施設運営事業 1,672,868 △ 177,600 1,495,268

市　現年課税分（事業所税） 266,000 0 266,000

使　運動広場等使用料 888 0 888

使　武道場使用料 173 0 173

使　地域総合体育館使用料 40 0 40

繰　旧天竜地域自治区ふるさとづくり
    事業基金繰入金

30,000 0 30,000

諸　指定管理施設特定収入 44,994 0 44,994

諸　その他収入 493 0 493

債　スポーツ施設整備事業債 172,200 △ 172,200 0

一　般　財　源 1,158,080 △ 5,400 1,152,680

◆ (1)スポーツ施設整備事業 551,566 △ 177,600 373,966

・事業内容

　浜北平口サッカー場スポーツ広場の人工芝設置に要する経費

・補正理由

  整備計画の変更に伴う減額

　※相当額を債務負担行為設定

・補正内容

　委託料　　　　△2,600千円（ 39,283千円→ 36,683千円）

　工事請負費　△175,000千円（457,283千円→282,283千円）

・債務負担行為（変更）

　　事　項　浜北平口サッカー場スポーツ広場人工芝設置事業費

　　限度額　変更前　177,600千円（H31:177,600千円）

　　　　　　変更後　350,000千円（H31:350,000千円）

　　期　間　平成30年度から平成31年度まで

・財源

　債　スポーツ施設整備事業債　△172,200千円

・その他

　供用開始は、平成32年1月予定（当初は平成31年10月）
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(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　　業

総務費 4 税務管理事業 695,568 21,772 717,340

県　県民税徴収費委託金 101,404 0 101,404

一　般　財　源 594,164 21,772 615,936

◆ (1)市税収納事業 111,929 21,772 133,701

・事業内容

　徴収金の収納整理及び督促状の送付等、市税収納に要する経費

・補正理由

　平成31年10月からの地方税共通納税に対応するためのシステム改修に要する

　委託料の追加

・補正内容

　委託料　21,772千円（95,553千円→117,325千円）

・債務負担行為

　　事　項　地方税共通納税対応化システム改修業務委託費

　　限度額　5,649千円（H31：5,649千円）

　　期　間　平成30年度から平成31年度まで
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(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　　業

総務費 5 戸籍・住民基本台帳・印鑑登録等事業 243,665 141 243,806

使　戸籍等手数料 94,921 0 94,921

国　社会保障・税番号制度システム
　　整備費補助金 49,772 0 49,772

国　個人番号カード交付事業費補助金 93,797 0 93,797

国　中長期在留者住居地届出等事務費
　　委託金 4,334 0 4,334

国　人口動態統計事務費委託金 753 0 753

県　人口世帯調査費委託金 88 0 88

一　般　財　源 0 141 141

・事業内容

　戸籍簿、住民基本台帳、印鑑登録原票の正確な記録のための

　受付窓口及び管理システムの運用に要する経費

・補正理由

　現使用システム機器のOSのセキュリティサポートが平成32年1月で終了

　することに伴うシステム改修に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　141千円（73,454千円→73,595千円）

・債務負担行為

　　事　項　戸籍システム機器更新事業費

　　限度額　203,329千円（H31：58,604千円、H32～H35：各年度33,398千円、

　　　　　　　　　　　　 H36：11,133千円）

　　期　間　平成30年度から平成36年度まで
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(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　　業

総務費 6 住民基本台帳ネットワーク事業 27,120 141 27,261

使　戸籍等手数料 27,120 0 27,120

一　般　財　源 0 141 141

・事業内容

　住民の異動に関する他市町村との通知の授受に要する経費

・補正理由

　現使用システム機器のOSのセキュリティサポートが平成32年1月で終了

　することに伴うシステム改修に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　141千円（7,884千円→8,025千円）

・債務負担行為

　　事　項　住民基本台帳ネットワークシステム機器更新事業費

　　限度額　35,855千円（H31：17,182千円、H32～H35：各年度4,309千円、

　　　　　　　　　　　　H36：1,437千円）

　　期　間　平成30年度から平成36年度まで
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(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　　業

民生費 1 国民年金受託事務事業 13,519 8,715 22,234

国　国民年金事務費委託金 13,519 8,715 22,234

・事業内容

　国民年金に係る事務に要する経費

・補正理由

　平成31年4月施行の国民年金保険料免除制度改正に伴う国民年金システム

　改修に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　8,715千円（5,581千円→14,296千円）

・財源

　国10/10　国民年金事務費委託金　8,715千円
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(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　　業

民生費 2 私立保育所等助成事業 15,884,990 11,581 15,896,571

分　私立保育所保育料 1,314,611 0 1,314,611

国　施設型給付費負担金 3,943,431 0 3,943,431

国　地域型保育給付費負担金 684,214 0 684,214

国　子ども・子育て支援交付金 64,867 0 64,867

国　保育所等整備交付金 653,513 1,354 654,867

国　保育対策総合支援事業費補助金 146,643 6,705 153,348

県　施設型給付費負担金 2,183,701 0 2,183,701

県　地域型保育給付費負担金 342,107 0 342,107

県　子ども・子育て支援交付金 64,867 0 64,867

諸　施設型給付費収入 2,451 0 2,451

一　般　財　源 6,484,585 3,522 6,488,107

◆ 678,304 10,058 688,362

・事業内容

　多様化する保護者のニーズに対応するため、私立保育所等が行う事業に

　対する補助金

・補正理由

　保育所等における安全・安心な保育環境を確保するための無呼吸アラーム等

　の備品購入費等に対する補助金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　10,058千円（678,304千円→688,362千円）

・財源

　国2/3　保育対策総合支援事業費補助金　6,705千円

(1) 私立保育所等事業費助成事業（補助金）
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(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　　業

民生費 ◆
735,199 1,523 736,722

・事業内容

　私立保育所、認定こども園の創設・増築や耐震性の劣る既存施設の増改築等

　により保育所等利用待機児童の解消を図るための施設整備費に対する補助金

・補正理由

　保育所1園の増改築にかかる施設整備費に対する補助金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　1,523千円（735,199千円→736,722千円）

・財源

　国8/9　保育所等整備交付金　1,354千円

・債務負担行為

　　事　項　私立保育所等施設整備費補助金

　　限度額　150,849千円（H31:150,849千円）

　　期　間　平成30年度から平成31年度まで

3 障害児自立支援給付事業 2,988,215 754,749 3,742,964

国　障害児自立支援給付費負担金 65,060 0 65,060

国　障害児通所支援費負担金 1,424,981 377,374 1,802,355

県　障害児通所支援費負担金 712,490 188,687 901,177

県　障害児自立支援給付費負担金 32,529 0 32,529

一　般　財　源 753,155 188,688 941,843

◆ (1) 障害児通所支援事業 2,857,855 754,749 3,612,604

・事業内容

　障害児の施設通所サービス等の提供に要する経費

・補正理由

　サービス提供事業者数の増加により、児童発達支援及び放課後等

　デイサービスの利用数が増加したことに伴う扶助費の追加

・補正内容

　扶助費　754,749千円（2,849,963千円→3,604,712千円）

・財源

　国1/2　障害児通所支援費負担金　377,374千円

　県1/4　障害児通所支援費負担金　188,687千円

(2) 私立保育所等施設整備費助成事業
　　（補助金）
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(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　　業

衛生費 1 救急医療事業 416,375 15,438 431,813

使　夜間救急室使用料 200,970 0 200,970

使　天竜休日救急診療所使用料 10,075 0 10,075

県　救急医療運営費補助金 15,119 0 15,119

県　病院群輪番制病院設備整備事業費
    補助金 0 10,292 10,292

諸　その他収入 630 0 630

一　般　財　源 189,581 5,146 194,727

◆
0 15,438 15,438

・事業内容

　地域住民の救急医療の確保を目的とした二次救急病院の医療機器等設備整備費

　に対する補助金

・補正理由

　県補助金の内示に伴う医療機器等設備の整備に対する補助金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　15,438千円（皆増）

・財源

　県2/3（内訳：国1/3、県1/3）　病院群輪番制病院設備整備事業費補助金  

　                                                       10,292千円

(1) 病院群輪番制病院設備整備費助成事業
    （補助金）

31



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　　業

農林水 1 農業振興運営経費 4,764 1,000 5,764
産業費

諸　その他収入 0 1,000 1,000

一　般　財　源 4,764 0 4,764

・事業内容

　農業振興課の一般事務に要する経費

・補正理由

　農業次世代人材投資事業（県10/10）における農業者からの過年度交付金返還

　に伴う県返還金の追加

・補正内容

　償還金利子及び割引料　1,000千円（皆増）

・財源

　諸10/10　その他収入　1,000千円

2 農業集落排水事業特別会計繰出金 122,472 1,700 124,172

一　般　財　源 122,472 1,700 124,172

・事業内容

　農業集落排水事業特別会計に対する繰出金

・補正理由

　農業集落排水施設の台風24号被害（停電）の対応に対する繰出金の追加

・補正内容

　繰出金　1,700千円（122,472千円→124,172千円）

土木費 1 河川改良事業 989,961 9,500 999,461

市　現年課税分（事業所税） 353,000 0 353,000

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（河川） 47,000 0 47,000

県　広域河川改修事業費補助金 15,666 0 15,666

債　土木施設整備事業債 355,800 0 355,800

一　般　財　源 218,495 9,500 227,995

◆ (1) 単独事業 895,961 9,500 905,461

・事業内容

  市内一円の河川・排水路の改良に要する経費

・補正理由

  県河川海岸環境整備事業による安間川遊水地の堤防道路舗装整備に対する

　負担金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　9,500千円（皆増）
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(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　　業

教育費 1 学校施設整備事業(小学校費) 724,861 1,732,550 2,457,411

市　現年課税分（事業所税） 290,000 0 290,000

国　ブロック塀・冷房設備対応臨時特例
　　交付金 0 225,026 225,026

債　小学校整備事業債 0 1,561,900 1,561,900

一　般　財　源 434,861 △ 54,376 380,485

【繰越明許費】

・事業内容

　小学校における建物の改修等に要する経費

・補正理由

　国補正予算に伴う普通教室空調設置事業費の追加

　対象全81校のうち、平成31年度末までに整備可能な30校492教室分

・補正内容

　委託料　　　　106,550千円（ 57,888千円→  164,438千円）

　工事請負費　1,626,000千円（660,084千円→2,286,084千円）

・財源

　国1/3　ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金　225,026千円

　債　小学校整備事業債　1,561,900千円

2 学校施設整備事業(中学校費) 395,817 728,050 1,123,867

市　現年課税分（事業所税） 140,000 0 140,000

国　ブロック塀・冷房設備対応臨時特例
　　交付金 0 97,150 97,150

債　中学校整備事業債 0 654,700 654,700

一　般　財　源 255,817 △ 23,800 232,017

【繰越明許費】

・事業内容

　中学校における建物の改修等に要する経費

・補正理由

　国補正予算に伴う普通教室空調設置事業費の追加

　対象全46校のうち、平成31年度末までに整備可能な15校203教室分

・補正内容

　委託料　　　 44,050千円（ 35,513千円→   79,563千円）

　工事請負費　684,000千円（354,330千円→1,038,330千円）

・財源

　国1/3　ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金　97,150千円

　債　中学校整備事業債　654,700千円
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(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　　業

災害 1 林業施設災害復旧事業 393,000 100,000 493,000
復旧費

県　農林施設災害復旧費補助金 141,000 0 141,000

債　農林水産施設災害復旧債 76,000 0 76,000

一　般　財　源 176,000 100,000 276,000

◆ (1) 単独事業 176,000 100,000 276,000

・事業内容

　林道施設の災害復旧にかかる単独工事費及び国庫補助適用のための設計委託

　に要する経費

・補正理由

　執行見込額の増加に伴う事業費の追加

・補正内容

　需用費　　　20,000千円（52,800千円→ 72,800千円）

　委託料　　　10,000千円（35,200千円→ 45,200千円）

　工事請負費　70,000千円（88,000千円→158,000千円）

2 農地・農業用施設災害復旧事業 159,000 100,000 259,000

分　農地・農業用施設災害復旧費分担金 1 0 1

県　農林施設災害復旧費補助金 39,000 0 39,000

債　農林水産施設災害復旧債 36,000 0 36,000

一　般　財　源 83,999 100,000 183,999

◆ (1) 単独事業 81,000 100,000 181,000

・事業内容

　農地・農業用施設の災害復旧にかかる単独工事費及び国庫補助適用のための

　設計委託に要する経費

・補正理由

　執行見込額の増加に伴う事業費の追加

・補正内容

　委託料　　  20,000千円（22,300千円→ 42,300千円）

　工事請負費　80,000千円（58,200千円→138,200千円）
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(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　　業

災害 3 土木施設災害復旧事業 2,408,000 500,000 2,908,000
復旧費

国　土木施設災害復旧費負担金 572,200 200,100 772,300

債　土木施設災害復旧債 1,033,000 0 1,033,000

一　般　財　源 802,800 299,900 1,102,700

◆ (1) 国庫補助事業 858,000 300,000 1,158,000

・事業内容

　土木施設の災害復旧に要する経費

・補正理由

　執行見込額の増加に伴う工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　300,000千円（843,000千円→1,143,000千円）

・財源

　国6.67/10　土木施設災害復旧費負担金　　200,100千円

◆ (2) 単独事業 1,550,000 200,000 1,750,000

・事業内容

　土木施設の災害復旧にかかる単独工事費及び国庫補助適用のための設計委託

　に要する経費

・補正理由

　執行見込額の増加に伴う工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　200,000千円（1,250,000千円→1,450,000千円）

4 市有財産災害復旧事業 120,000 300,000 420,000

債　その他公共・公用施設災害復旧債 60,000 0 60,000

一　般　財　源 60,000 300,000 360,000

◆ (1) 単独事業 120,000 300,000 420,000

・事業内容

　市有財産の災害復旧に要する経費

・補正理由

　執行見込額の増加に伴う事業費の追加

・補正内容

　需用費　　　 30,000千円（ 15,000千円→ 45,000千円）

　委託料　　　 35,000千円（  5,000千円→ 40,000千円）

　工事請負費　235,000千円（100,000千円→335,000千円）
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